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平成２３年度 国立大学法人鳴門教育大学年度計画

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 教育に関する目標を達成するための措置

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置

1) 教育内容を充実させ，学校教育の今日的課題に対応しうる教育実践力を備えた人

材を養成するため，次の措置を講ずる。

① 「教職実践演習」実施に向けての検討を継続し，平成24年度の試行実施に向けて

の準備をする。

② 学校教育の今日的課題に対応するため，大学院授業「予防教育科学」を開設する。

③ 附属学校及び協力校との実地教育を主とした教育連携について，検証する。

④ 専門職学位課程において，平成22年度に導入した新カリキュラム・教育方法，実

習方法等を検証（院生，教育委員会，連携協力校等への調査）する。

また，修了後の成果等に関する評価アンケートを実施し，分析を行う。

2) 高度専門職業人としての能力の修得状況を厳正に評価する体制を再構築し，単位及

び学位プログラムの質を保証するため，次の措置を講ずる。

① 厳正な成績評価とするため，５段階評価制の検証を行う。

また，ディプロマ・ポリシーの策定に向けた検討を開始する。

② 「教職実践演習」実施に向けての検討を継続し，平成24年度の試行実施に向けて

の準備をする。

③ 学部における70パーセントを上まわる教員就職率（進学者を除く。）を維持する

ため，現行の教員就職支援行事について，PDCAサイクルにより計画的・体系的に実

施する。

修士課程においても，教職をはじめとする教育関連分野への就職率を向上させる

ために，学生のニーズに沿った就職指導を推進する。

3) 教職への熱意と使命感，意欲のある者を積極的に受入れるなど，入学者選抜方法及

び入試広報の改善に取り組むため，次の措置を講ずる。

① 平成24年度入試から，大学入試センター試験の教科・科目の利用方法が変更され

ることに伴い，「入学者選抜要項」作成時に詳細を決定する。

また，入学者選抜方法研究専門部会において，追跡調査を行い，入学者選抜方法

について検証する。

② オープンキャンパスは，第２志望がある受験生等に幅広く対応できるよう，模擬

授業・施設見学を２回実施し，内容を充実する。

また，進学相談会の実施内容について検証する。

大学院においては，入試広報について見直しを図り，実施する。

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置

1) 教育実施体制及び教育支援体制をさらに充実するため，次の措置を講ずる。
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① インターネットを用いた遠隔教育による大学院の平成25年度以降の開設を目指し，

授業科目や教育方法について検討する。

また，インターネットを用いた遠隔教育による授業科目の拡充に向け諸準備を行

う。

② 教務システムに導入した授業支援機能について，検証する。

③ 平成22年度実施した学生支援事業に対するニーズ調査結果について，検証する。

学習支援を充実させるため，教職キャリア開発支援オフィスに人的支援を強化する。

④ 教職実践演習の実施に向け，実地指導講師整備計画を充実する。

2) 教育の質の向上を図るため，教育方法，評価方法等について検証及び改善を行い，

より一層充実させるため，次の措置を講ずる。

① 平成22年度に実施したFD事業の検証を行い，その結果を基に，改善を行う。

② 外部有識者を含む教員養成等推進会議において，教育方法，評価方法等について

検討を行う。

③ 教育の質の向上を図るため，前年度の検証結果に基づき，「教育等に関するアンケ

ート」の実施及び活用方法の改善を行う。

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置

1) 学生が健全で安心して修学できる環境の整備を目指し，学習支援及び生活支援を

さらに充実するため，次の措置を講ずる。

① 健康診断・一次救急業務について，実情等の検証を踏まえて，設備等を充実する。

また，学生相談担当教職員連絡会を開催し，学生相談体制を充実する。

② 本学の特色ある経済的支援（大学院修学休業制度による現職教員に対する授業料

免除，教職大学院（現職教員）向け実習経費の貸与）を継続し，さらに，通常の授

業料免除制度においても拡大し，学生の修学環境を充実する。

③ 学生サービス向上の一環として，学生窓口を集約するための施設整備について検

討を行う。

また，学生のニーズ及び施設の点検結果等を踏まえて，課外活動施設・設備を充

実する。

④ 平成22年度に実施した学生のニーズ及び他大学実情調査の分析結果を踏まえ，学

習支援策の充実及び自主研鑽を促すプログラムについて検討する。

2) 高度専門職業人としてのキャリア形成について支援するとともに，卒業・修了後の

適切なフォロー体制を確立するため，次の措置を講ずる。

① 教職ガイダンス及び就職ガイダンスを体系的に実施しながら，新たなキャリア支

援策を検討し，必要に応じて改善する。

② 平成22年度に設置した学内組織において，卒業・修了後におけるフォロー体制に

ついて検討する。

２ 研究に関する目標を達成するための措置

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置
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1) 学校教育に関する先端的実践研究を推進し，研究成果を公表するとともに，学校

現場や社会へ還元するため，次の措置を講ずる。

① 予防教育科学に係る各プログラムを実践し，その成果を学校や社会に還元する。

また，教科内容学についての研究を推進する。

② 予防教育科学教育研究センターと附属学校等の学校現場で共同実施した授業成果

を検証し，効果的な実践研究の在り方を検討し，改善する。

③ 平成22年度に導入した教員情報データベースを，より一層分かりやすい公表方法

に改善する。

（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置

1) 先端的実践研究を推進し，研究環境を整備するとともに，研究支援体制及び研究

評価体制をさらに充実するため，次の措置を講ずる。

① 予防教育科学や小学校外国語活動をはじめとする，先端的実践研究に係る検証結

果に基づき，さらなる研究支援体制の見直しを図る。

② 研究の質の向上に資するため，評価制度及び評価体制について検証する。

③ 平成22年度に拡充した教育実践資料閲覧スペースを活用し，附属図書館内資料の

再整備と教育実践資料の収集を行う。

３ その他の目標を達成するための措置

（１）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置

1) 教育関係機関等と連携した学校現場等への教育支援事業はもとより，社会のニー

ズに沿った教育・研究・文化事業を積極的に実施するため，次の措置を講ずる。

① 小学校外国語活動推進のため，出前講座等を実施するなど，積極的な支援を行う。

また，小学校外国語活動を担う人材育成を目的としたシンポジウムや公開講座な

どを実施する。

② 県教育委員会，市町村教育委員会との連携のもと，社会のニーズに沿った研究連

携事業を開催する。

③ 県教育委員会と連携し，現職教員の資質及び能力向上を図るために，各種講習や

各種研修を計画的に実施する。

2) 大学の教育研究資源を広く社会に還元し，学校教育や社会教育に貢献するため，次

の措置を講ずる。

① 本学の特色を生かし，学校現場や地域社会のニーズに応じたテーマによる公開講

座や大学開放推進事業を実施する。

② 児童・生徒の学力向上に貢献するため，教育支援講師・アドバイザー等派遣事業

の派遣先を拡大する。

③ 地域社会への附属図書館サービスの向上を図るため，児童図書室所蔵目録データ

ベース登録作業を推進する。

（２）国際化に関する目標を達成するための措置

1) 国際的な学術交流，学生交流及び開発途上国への教育支援を推進し，国際社会に
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貢献するため，次の措置を講ずる。

① JICA及びNGOなどの国際援助機関・団体等と提携協力し，引き続き途上国の教育向

上に資する人材を育成する。

また，平成22年度に完成した国際教育カリキュラムを活用し，国際感覚を備えた

人材育成に向けた活動を展開する。

② 国際学術交流協定校との学術交流を実施し，国際社会に貢献する方策を検討する。

③ 平成22年度に策定した教職員の留学生修学支援のための研修を実施する。

また，留学生の修学環境を整備するために，チューターの適正配置や奨学金の給

付等を検証する。

（３）附属学校に関する目標を達成するための措置

1) 附属学校と大学との間で，教育研究のための相互支援体制及び実地教育実施体制

を強化し，更に充実させるため，次の措置を講ずる。

① 附属学校教員と大学教員とによる共同教育研究体制の検証に基づき，相互研究体

制を充実する。

② 大学教員による附属学校における授業担当に係る実施内容及び手続きについて見

直した規程を基に，附属学校と大学との教育に関する連携方法について検討し，大

学教員による授業担当等の相互支援システムを改善する。

③ 附属学校における実地教育実施体制の検証結果に基づき，附属学校教員における

実習指導体制を検討する。

2) 附属学校間の連携及び協力体制の充実を図り，大学と協働して教育関係機関や社

会のニーズを踏まえた教育実践を行うため，次の措置を講ずる。

① 鳴門教育大学附属学校間連携協議会において，附属４校園の連携教育についての

課題・問題点を検証し，授業相互支援体制を構築する。

② 鳴門教育大学附属学校教育研究連携協議会において，地域との連携策を検討する。

3) 附属学校において，適切かつ健全な管理運営を推進するため，次の措置を講ずる。

① 学校評議員制度の充実のため，教育活動の実施，地域との連携の進め方など附属

校園について見識のある委員の選考方法や在り方を検討する。

② 附属学校の適切な管理運営を推進するため，平成22年度の検証結果を基に，県教

育委員会，市教育委員会との協力関係を充実する。

③ 施設パトロール（遊具等を含む。）の実施や現場管理者の意見聴取により，安全面

での不具合箇所の改善整備計画を策定し実施する。

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置

1) 学長直属の組織とする経営企画本部の機能を強化し，適正な業務を確保する内部

統制を確立するとともに，戦略的な大学経営を推進するため，次の措置を講ずる。

① リスクマネジメントを効率的かつ効果的に実施するため外部有識者を活用し洗い

出されたリスクを分析する。
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また，コンプライアンスに関する取り組みを明確にするため，基本方針の策定に

取り組むとともに，危機管理意識及びコンプライアンス意識向上のための教育・啓

発活動を行う。

② 企画戦略室の効率的かつ柔軟な組織運営及び業務運営について検証し，体制を強

化する。

③ 新たな広報体制による，ITを中心とした効率的・効果的な広報活動を推進する。

2) 入学定員を社会的ニーズ等に対応した適正規模に見直し，それに伴う大学運営組

織を再構築することにより，教育研究等の質を確保するため，次の措置を講ずる。

① 社会的ニーズを踏まえ，入学定員の再編(案)を策定する。その後，入学定員変更

手続きに向けての諸準備を行う。

また，附属学校においては，小学校１年生の定員を35人以下学級にするため，入

学定員変更手続きを行う。併せて，幼稚園の定員について，見直しを検討する。

② 「教育研究組織再編計画」に基づき，平成25年度に向けた入学定員の適正化案を

策定する。

3) 学内資源を最大限に活用し教育研究環境の充実を図るため，次の措置を講ずる。

① 「入学定員・教育研究組織等見直し検討委員会」の検討結果，及び国家公務員の

人件費改革の動向等を踏まえて，新たな定員配置計画を策定する。

② 教育研究経費等について財務分析結果を基に，学内予算配分方針等を見直し，効

率的な予算配分を行う。

③ 教員情報データベース，機関リポジトリを構築する。

２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置

1) 戦略に基づいた機動的かつ柔軟な事務組織を構築し，併せて新たな人事評価制度

を導入することにより，効率的な事務処理を行うため，次の措置を講ずる。

① 「教育研究組織再編計画」に基づいた事務組織体制についての検討に着手する。

② 平成22年度までに試行した新たな人事評価制度について，本格導入し，評価結果

を処遇に反映する。

また，管理職も含めた職員の職能開発・意識改革を目的としたSD研修を計画し，

実施する。

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 外部研究資金，寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置

1) 競争的資金，寄附金等の外部資金の確保及びその他の自己収入を増加させるため，

次の措置を講ずる。

① 研究費の業績主義的傾斜配分にかかるインセンティブを見直すとともに，学長裁

量経費におけるインセンティブを検証し，改善を行う。
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２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置

（１）人件費の削減

1) 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年

法律第47号）に基づき，平成18年度以降の５年間において国家公務員に準じた人件

費削減を行う。更に，「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年

７月７日閣議決定）に基づき，国家公務員の改革を踏まえ，人件費改革を平成23年

度まで継続するため，次の措置を講ずる。

① 総人件費改革の実行計画を踏まえ，「平成17年度人件費予算相当額」に対し，6％

以上の人件費を削減する。

② 人件費抑制計画の成果を検証し，必要に応じ見直す。

（２）人件費以外の経費の削減

1) 常に業務内容及び業務実態について検証を行い，業務費全体の抑制を推進すると

ともに，資源を有効活用するため，次の措置を講ずる。

① 「業務コスト節減計画」に基づき，対策を講ずるとともに，学内に周知する。

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置

1) 資産の有効活用を推進するとともに，積極的に運用するため，次の措置を講ずる。

① 「大学施設有効活用方針」に基づき，教職員，学生等を通じた，より効果的な広

報活動を積極的に推進する。

また，施設・設備の有効利用の方策について検討する。

② 「職員宿舎有効活用計画」を策定し，対応策を講じる。

また，非常勤講師宿泊施設利用者に対してのアンケート調査結果を踏まえ，備品

の更新等を計画的に行うとともに，施設利用できる者の拡大策について検討する。

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき

措置

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置

1) 自己点検・評価制度，評価結果及びその活用方法等について検証し，更なる適正

化及び効率化を図るため，次の措置を講ずる。

① 学外者を含めた組織を設け，平成22年度の措置内容を含めて評価制度・活用方法

等を検証する。

② 平成22年度に導入した教員情報データベースにより，評価関連情報の共有化及び

評価作業の効率化・省力化を図る。

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置

1) 大学情報を適切かつ迅速に発信し，透明性を高め，社会への説明責任を果たすた

め，次の措置を講ずる。

① 大学情報の発信などの広報活動の検証し，より効果的な広報活動を推進する。
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② 機関リポジトリを構築し，大学情報を適切かつ迅速に発信することにより，透明

性を高め，社会への説明責任を果たす。

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置

1) 効果的な施設メンテナンス及び設備更新等を計画的に行うとともに，施設・設備

の有効活用を推進するため，次の措置を講ずる。

① 新たな施設改修計画に基づき整備するとともに，計画の検証を行う。

② 現状調査の分析結果を基に，本学の実状に合ったスペースマネジメントシステム

を検討する。

２ 環境マネジメントに関する目標を達成するための措置

1) 環境マネジメント体制を構築し，環境対策を推進するため，次の措置を講ずる。

① 高島団地において，エコアクション21の取り組みを行い，認証・登録を受ける。

また，徳島地区において，平成24年度のエコアクション21の認証・登録に向けて，

必要な作業を行う。

② 環境保全に関する啓発活動を推進するため，エコアクション21に関する説明会や

取り組みに関する講演会を実施するとともに，実施体制の検証を行う。

③ 学生，教職員及び地域等の意見を踏まえ，環境活動を支援するための施設・設備

等の整備計画を策定する。

３ リスクマネジメントに関する目標を達成するための措置

1) 継続的かつ健全な大学運営を可能とするため，あらゆるリスクに対応したリスク

マネジメントシステムを構築し，大学としての社会的責任（USR）を果たすため，

次の措置を講ずる。

① リスクマネジメントを効率的かつ効果的に実施するため，外部有識者を活用し洗

い出されたリスクを分析する。

また，危機管理意識向上のための教育・啓発活動を行う。

② セキュリティリスクの分析・評価結果に基づき，セキュリティ水準の維持・向上

を図り，IT利用環境を整備するとともに，情報セキュリティセミナーを実施し，IT

に関する意識改革を推進する。

③ 自然災害等に対する「防災対策基本計画」を踏まえ，各種の対応計画を定める規

程を整備する。

また，計画的に地域と連携した防災訓練を実施するとともに，安全・衛生パトロ

ールの実施による安全対策を講じる。

④ 新入生合宿研修や課外活動団体のリーダーシップセミナー等を通じて安全教育を

実施するとともに，危機管理マニュアルについて検証し，必要に応じて改善する。

また，附属学校においては，「安全管理計画」による検証を自己評価書により行い，

改善策を実施し，新たな「安全管理計画」に基づき安全策を講ずるとともに，同計

画の検証を行う。

⑤ ハラスメントに関する相談員への研修及び教職員への啓発セミナーを計画的に実
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施し，相談体制を充実させる。

４ 法令遵守に関する目標を達成するための措置

1) 法令，規則及び社会的規範に則った大学経営を行うため，次の措置を講ずる。

① コンプライアンスを徹底していくための基本方針の策定に取り組むとともに，引

き続き法令遵守に関する研修会などを通じ，コンプライアンス推進活動を経た内部

統制体制の強化を図る。

また，コンプライアンス体制が機能しているか，監査室において，監事，会計監

査人と連携し監査を実施する。

② 内部統制機能の充実に向けて，外部有識者を活用し体制の現状を調査し，課題を

明らかにする。

５ 男女共同参画社会の対応に関する目標を達成するための措置

1) 男女共同参画社会の実現に向けた総合的な取組を推進するため，次の措置を講ず

る。

① 平成22年度に策定した「鳴門教育大学男女共同参画基本計画」を基に，「鳴門教育

大学次世代育成支援行動計画」の策定に向けた，資料収集・情報収集を行う。
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Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画

別紙参照

Ⅶ 短期借入金の限度額

○ 短期借入金の限度額

１ 短期借入金の限度額

９億円

２ 想定される理由

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費と

して借り入れることが想定されるため。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画

なし

Ⅸ 剰余金の使途

○ 決算において剰余金が発生した場合は，

・教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。

Ⅹ その他

１ 施設・設備に関する計画

（単位：百万円）

施設・設備の内容 予定額 財 源

・校舎外改修 総額 国立大学財務・経営センター施

７８ 設整備費交付金 （２５）

・（高島）地盤沈下改修 施設整備費補助金 （５３）

注）金額は見込みであり，上記のほか，業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整

備や，老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもあり得る。
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２ 人事に関する計画

教職員の適正な配置，養成，評価並びに計画的な人事交流の実施

① 「入学定員・教育研究組織等見直し検討委員会」の検討結果，及び国家公務員の

人件費改革の動向等を踏まえて，新たな定員配置計画を策定する。

② 平成22年度までに試行した新たな人事評価制度について，本格導入し，評価結果

を処遇に反映する。

また，管理職も含めた職員の職能開発・意識改革を目的としたＳＤ研修を計画し，

実施する。

２３年度の常勤職員数 ３５３人

２３年度の人件費総額見込み ２,９７１百万円

３ 中期目標期間を超える債務負担

なし

４ 積立金の使途

○前中期目標期間繰越積立金については，次の事業の財源に充てる。

・教育，研究に係る業務及びその附帯業務

別表

〇学部の学科，研究科の専攻等の名称と学生収容定員，附属学校の収容定員・学級数

学校教育学部 ４００人（学校教育教員養成課程）

学校教育研究科 ５００人（修士課程）

人間教育専攻 １８０人

特別支援教育専攻 ４０人

教科・領域教育専攻 ２８０人

１００人（専門職学位課程）

高度学校教育実践専攻 １００人

附属幼稚園 １６０人 学級数５

附属小学校 ７２０人 学級数１８

附属中学校 ４８０人 学級数１２

附属特別支援学校 ６０人 学級数９
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（別紙）予算，収支計画及び資金計画

１．予 算

平成２３年度 予算
（単位：百万円）

区 分 金 額

収入
運営費交付金 ３，５７０
施設整備費補助金 ５３
船舶建造費補助金 ０
施設整備資金貸付金償還時補助金 ０
補助金等収入 ０
国立大学財務・経営センター施設費交付金 ２５

自己収入 ７４７

授業料及入学金検定料収入 ６６２
附属病院収入 ０
財産処分収入 ０
雑収入 ８５

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 １３５
引当金取崩 ０
長期借入金収入 ０
貸付回収金 ０

承継剰余金 ０

旧法人承継積立金 ０

目的積立金取崩 ０

計 ４,５３０

支出
業務費 ３，２２５
教育研究経費 ３，２２５
診療経費 ０

一般管理費 １，０９２

施設整備費 ７８
船舶建造費 ０

補助金等 ０
産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 １３５
貸付金 ０

長期借入金償還金 ０
国立大学財務・経営センター施設費納付金 ０

計 ４,５３０

［人件費の見積り］
期間中総額２，９７１百万円を支出する。（退職手当は除く）
（うち，総人件費改革に係る削減の対象となる人件費総額２，７３１百万円）

※「運営費交付金」のうち，平成２３年度当初予算額３，５３５百万円，前年度よ

りの繰越額のうち使用見込額３５百万円

※「施設整備費補助金」のうち，前年度よりの繰越額のうち使用見込額５３百万円
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２．収支計画

平成２３年度 収支計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

費用の部 ４，２１９

経常費用 ４，２１９

業務費 ３，９２７

教育研究経費 ５４４

診療経費 ０

受託研究費等 １２２

役員人件費 ６５

教員人件費 ２，３３８

職員人件費 ８５８

一般管理費 １３０

財務費用 １

雑損 ０

減価償却費 １６１

臨時損失 ０

収入の部 ４，２１９

経常収益 ４，２１９

運営費交付金 ３，２０２

授業料収益 ５３５

入学金収益 １０３

検定料収益 ２３

附属病院収益 ０

受託研究等収益 １２２

補助金等収益 ０

寄附金収益 １３

財務収益 １

雑益 ８４

資産見返運営費交付金等戻入 ９７

資産見返補助金等戻入 ３２

資産見返寄附金戻入 ４

資産見返物品受贈額戻入 ３

臨時利益 ０

純利益 ０

目的積立金取崩益 ０

総利益 ０
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３．資金計画

平成２３年度 資金計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

資金支出 ５，６０６

業務活動による支出 ４，０１０

投資活動による支出 ５０７

財務活動による支出 ２８

翌年度への繰越金 １，０６１

資金収入 ５，６０６

業務活動による収入 ４，３６６

運営費交付金による収入 ３，５３５

授業料及入学金検定料による収入 ６１２

附属病院収入 ０

受託研究等収入 １２２

補助金等収入 ０

寄附金収入 １３

その他の収入 ８４

投資活動による収入 １７９

施設費による収入 ７８

その他の収入 １０１

財務活動による収入 ０

前年度よりの繰越金 １，０６１


